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ク）の 3 種類で，その分布は，およそ 6：3：1 の比率 4)となっている。特に西日本の里山地域に
図 1.1 全竹林面積と管理経営竹林面積 5） 
折れ線：全竹林面積 





















がわかる。 図 1.2 孟宗竹群落の拡大速度 6） 





 鳥居らの近畿地区での研究 6)では，放置竹林の分布拡大スピードは 2～3 m/年であり，100 年た




 また，小林らの香川県での研究 7)によれば，図 1.3に示すように約 20 年で約 3 倍に竹林面積が
拡大したことを報じている。その要因として，1970 年代のマツ枯れ問題によって松林が劇的に衰


























































世界最長の海底トンネルである。工事は，1964 年に斜坑掘削が開始され，21 年後の 1985 年に貫
通した。津軽海峡の海面下 250ｍを掘削するため，高圧・多量の湧水や多数の断層帯を突破する
写真 1.2 青函トンネル吹付けコンクリート工 11）



































吹付け厚が 5～20cm 程度と薄いことが特徴である。 また，崩壊斜面の応急対策として使用され
るケース（写真 1.4）も多い。 
（2）吹付け枠工 
 一般に，吹付けモルタルによって 150×150～600×600mm 程度の矩形断面を持つ梁を，縦横に






















一般には，関係する指針 1), 13), 14)，手引き 15)，各機関の仕様書などを参考に，一般に吹付け工の設




























































15N/mm2 から 24/mm2 などの高強度とすることでひび割れ抑制を行っている場合が見られる。 
 以上のように繊維補強材を混入する方法や高強度とすることでひび割れ抵抗性の向上を図るこ
とが行われているものの，供試体実験によるものがほとんどであり，地山に吹付けられたコンク
表 1.1 吹付けコンクリートの変状要因調査結果 16） 
劣化種別 松山らによる劣化調査の結果 
１． コンクリートの劣化 




(1)風化深度 軟岩：地表から 2～4m までの風化がある。 
(2)風化進行 軟岩：約 3 年で地山のスライドの発生がある。 
中硬岩・硬岩：約 15 年で地山のスライドの発生がある。 
(3)風化要因 主要因：地形・地質，副要因：地下水・植生，促進要因：施工不良 












































図 1.7 岩盤ごとの吹付け法面の変状発達過程 16） 
吹付けモルタルの単位セメント量 
の違いと凍結融解抵抗性 鋼繊維混入吹付けモルタルの 凍結融解抵抗性 


























図 1.11 吹付けによる凍結融解抵抗性低下 20）
図 1.9 ビニロン繊維混入 
吹付けモルタルの凍結融解抵抗性 1） 










維管束は導管と筋管からなり 4 つの維管束鞘で囲まれている。南アジア原産の Melocanna 属の竹
では維管束鞘の占有面積は 43%で，厚膜繊維からなっている｡基本組織の柔細胞は薄膜で，横断面
は円または五角形で幹方向に長く，平均長さ 105μm，平均幅 32μm である。導管は長さ 14～1400
μm，平均 480μm，幅 20～230μm，平均 94μm であり，維管束鞘を構成する厚膜繊維は長さ 0.2
～6.0mm，平均 1.75mm，幅 3～32μm，平均 14.7μm であり，真竹で平均 1.57mm，孟宗竹で 1.37mm  
孟宗竹 
孟宗竹断面（×12） 
a b c 
bs:維管束鞘, px:原生木部, mx:後生木部 
pp:原生師部, mp:後生師部, an:環紋 
a:外皮層部 b:中央部 c:内皮層部 
写真 1.8 孟宗竹の維管束（×90）21） 
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して水分子 H2O（加水）を反応させ，一方に H を，もう一方に OH を加えることで，セルロース
(C6H10O5)n からグルコース C6H12O6 を生成させる。糖化方法には，硫酸や塩酸等の酸による加水
分解，植物細胞壁分解酵素による加水分解，高温・高圧にした亜臨界水による加水分解などがあ
る。糖化後，酵母菌等の微生物が嫌気条件下でエネルギーを得るためにアルコール発酵（C6H12O6
→2C2H5OH + 2CO2）する能力を利用してグルコース C6H12O6からエタノール C2H5OH を生成させ
る。発酵微生物には，アルコール発酵を行う酵母菌以外に，乳酸菌などの嫌気性ものと酢酸菌の
ような好気性のものがある。 








加熱時間 1.2～3.6ks 等の条件で加熱処理を行う。これらのことから，図 1.13に示す爆砕法により
製造した竹繊維から溶出した糖分は，ヘミセルロースが分解されたキシロースが主であると推察
される。その理由として，図 1.13の生田 3)らの実験方法が 3ℓの水に爆砕法により製造した竹繊維
を 100g 投入後煮沸し糖分の溶出を測定したものであり，煮沸水の温度は 100℃程度で無加圧状態
写真 1.9 爆砕装置 25） 



















































































田中ら 31)のニ糖類サッカロース，単糖類 d-グルコース，多糖類デキストリンなどの 3 種の糖類
を用いたポルトランドセメントの水和反応の研究では，セメントペーストの凝結時間への糖類添





はセメント質量に対する質量率（wt. %）で示している。また田中ら 31)は，表 1.3に示すようにモ





表 1.3 モルタル強度への糖類添加の影響 31） 
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ルタル強度への糖類添加の影響も報告している。表 1.3 によれば，サッカロース 0.03～0.07％添






















(1)  竹筋コンクリート 
 竹筋コンクリートの研究は古くからなされており，海外ではマサチューセッツ工科大学の
Chow HK. が 1914 年に中国から輸送した竹をコンクリートの補強材として用いた実験を発表し
ている 32)。また， インド人の Datta K. が 1936 年にコンクリート建築における竹の使用に関す
る実験を発表し，戦時下のドイツで材料不足となった鉄筋の代替材として竹を使ったとされてい
















の材質的な問題としては以下のようなものがある 33), 34)。 
☑竹の種類や材齢，部位によって強度に差があり均一性を欠いている。 







■竹材は比較的強度が高い 4～6 年材を選定し，竹材の含水量が最も低くなる 9～11 月に伐採を
実施する。 


































































日までの経時変化を調査している（図 1.19，図 1.20）。なお，竹の引張強度試験のための試験片 
図 1.17 竹材を Ca(OH)2 飽和液中に投入した日数により起
こる引張強度の変化曲線 37） 
（縦軸；引張強度の変化率（％），横軸；投入日数（日間））
写真 1.10 竹材引張試験体型枠 36） 
図 1.18 竹材引張試験片 36） 
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は，直径 160mm 程度，肉厚 15mm の 3 年目の孟宗竹から，図 1.18 に示す寸法で試験片を削り出



























































 また，伊藤 38)と松田 39)は，真竹を材料とした竹筋をアルカリ環境下のコンクリートに一定期間
埋め込み（図1.21，写真1.13），その間の竹筋の引張強度の推移を調査している（図1.22，図1.23）。
図 1.22 より，伊藤は材齢 56 日までで最も竹筋の引張強度が低かった試験体は，材齢 0 日の強度
図 1.21 竹筋引張試験体 38） 写真 1.13 竹筋引張試験体コ
ンクリ－ト埋込み 39） 
図 1.22 竹筋の引張強度低下率 38）
（a）節なし （b）節あり 
図 1.23 竹筋の引張強度の経時変化 39） 
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に比較して約 70％であったことを報告している。なお，節ありの場合の 5 日目の強度が約 60％で
あったのは竹材自体の強度のばらつきが影響したと考えて，除外としている。また，松田は伊藤








































































短繊維には表 1.6 に示すような種類があり 11），
いずれの繊維も高い引張強度を有している。一
般に，繊維強化複合系材料ではひび割れ荷重に
写真 1.15 PE&PP 組紐状繊維の練混ぜ前後における




















表 1.7 合成繊維の物性 40） 







している（表 1.7～表 1.9，図 1.25，図 1.26）。 










 高木ら 26)は，推定 2～3 年の孟宗竹を爆砕法により抽出した竹繊維と生竹の繊維の引張強度につ
いて，地盤面より同一高さ（7m）の部位のものを比較調査している（図 1.27，図 1.28）。図 1.28
によれば，爆砕法にて抽出した竹繊維は生竹から抽出した竹繊維よりも高強度である。この原因
として，生竹の場合は繊維の取出しが極めて困難であり，取出しの際に機械的ダメージを導入し
図 1.26 各種繊維の最大付着応力 40） 
表 1.9 繊維の付着試験組合せ 40） 表 1.8 付着試験モルタル配合 40） 





















 我喜屋ら 42)は，3 年生の真竹を 3 ヶ月間屋外で放置し，図 1.30に示すように表皮がついていな
い状態で，厚さ約 1.2mm，幅約 3mm，長さ 300mm の薄肉竹素材を切出したのち，20℃，60％（RH）
の条件下に 2 週間静置して気乾状態にした供試体を用いて，スチレンブタジエンゴムラテックス
（SBR）およびカチオン系ポリアクリル酸エステルエマルジョン（PAE）の 2 種類の表面処理剤を
塗布し，竹素材を荷重速度 1mm/min で載荷して，引張強度の違いを調査している（図 1.31）。図












1.23，図 1.28，図 1.31）よりも引張強度は小さくなることが予測される。 
（2）付着強度 
 我喜屋ら 42)は，図 1.30 の薄肉竹素材を用いて，水セメント比 50%，セメント：砂＝1：3（質
量比），セメントに対する高性能減水剤添加率を 0.6%としたフロー値 170±5 の供試モルタルを調
製し，寸法 40×40×160mm に成型したセメントモルタルに対して埋込み長さが 40mm になるよう
図 1.32 薄肉竹素材付着試験の概要 42） 図 1.33 薄肉竹素材付着強度 42） 
図 1.30 薄肉竹素材切出し 42） 
図 1.31 薄肉竹素材の引張強度と引張弾性率 42） 
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に表面処理竹素材を設置した後， 湿空［20 ℃，90%（RH）］1 日間，水中（20 ℃）6 日間及び乾
燥［20 ℃，60%（RH）］21 日間の養生を行い，表面処理竹素材をクロスヘッド速度 5mm/min で引






































































 糖分溶出試験に使用した竹繊維を写真 2.1 に示す。 3～5 年の孟宗竹（兵庫県淡路産）を特殊
回転刃物により，竹の表面から切削する方法で繊維化したものを，1.2～5.0mm のふるいを用いて
分級後，繊維長が L=20±10mm となるように調整し，気乾状態になるまで乾燥したもの（竹繊維
A），1～2 年の孟宗竹（兵庫県淡路産）を同様に繊維化し，非乾燥状態の段ボール箱内に 3 日間程
度放置させ，竹繊維に植物細胞壁分解酵素を生成する可能性の高い黒カビを発生させたのち気乾




写真 2.1 使用竹繊維 
黒カビ（光学顕微鏡×100） 








 竹繊維の強度試験には，無処理の気乾状態の生材（Ra），生材を 110℃の乾燥炉で 24 時間加熱
乾燥した後に気乾状態にしたもの（He），生材を 30 分間水中で煮沸して糖分除去を行った後に気
乾状態にしたもの（Bo），30%過酸化水素水に 60 分間浸漬して殺菌処理後に水洗して気乾状態に
したもの（HO）の 4 種類を用いた（写真 2.2）。なお，写真での判別は困難であるが，HO が過酸
化水素水による脱色効果によってやや白く変色しているが，それ以外の外観上の違いは見られな
い。 
ビニロン繊維については，一般に吹付けモルタルに用いられている φ0.2mm，長さ 18mm のもの
（V18）と，一般に打込みコンクリートに用いられている φ0.66mm，長さ 30mm のもの（V30）の
2 種類を用いた（写真 2.3）。 
2.2.3 糖分溶出試験 
(1) 糖度測定機器の選定試験 
写真 2.4に示すグルコース計（株式会社タニタ製 GF501）と写真 2.6に示すデジタル糖度計（株
Ra He Bo HO 
写真 2.2 使用竹繊維の外観 




式会社アタゴ製 SMART-1）および写真 2.7に示すポケット糖度計（株式会社アタゴ製 PAL-1）を













写真 2.4 グルコース計 
写真 2.5 測定検体 




(2)  常温水による糖分溶出試験 
 常温の水道水 300cc に竹繊維を 12g 投入
したビーカーを 1 検体とし，竹繊維 A，B
それぞれ3検体の糖分溶出試験を行った（写







た。なお，溶媒の種類に関わりなく採水量は 1 検体当り 6cc とした（写真 2.9）。  
(3)  温水による糖分溶出試験 
 恒温水槽を用いて，60℃の恒温状態にした水道水 300cc に竹繊維を 12g 投入したビーカーを 1
検体とし，竹繊維 A，B それぞれ 3 検体の糖分溶出試験を行った。グルコース濃度の測定は 30 分
写真 2.9 溶媒採水 
竹繊維 A 竹繊維 B 
竹繊維 A 竹繊維 B 






 竹繊維 A，B それぞれ，水道水 900cc に
竹繊維を 36g 投入したビーカー1 検体につ
いて糖分溶出試験を行った。グルコース濃
度の測定は，水温が 60℃から 95℃に上昇











で実施した。本試験は繊維種別ごとに 10 回行った。 






図 2.1 繊維引張強度試験片 
台紙 















モルタルを打設して 1 時間後に表面整形を行い，φ0.7mm 針金を
穿孔材にして各繊維の埋込み長を事前に穿孔したのち，試験繊維
を挿入し振動によって埋設した（写真 2.12，写真 2.13）。図 2.2
に示すように，モルタル角柱 1 本につき 7 本の繊維を埋め込み，3
本のモルタル角柱（繊維 21 本）を繊維種別ごとに作成した。なお，




また，Ra と V18 についてのみ，28 日気中養生後に 12 日間の乾湿繰返し作用を与えた。乾湿繰返
し条件は，法面への吹付け後の劣化環境を考慮して，岩石の促進スレーキング試験（地盤工学会：
JGS 2125）の方法に準拠し，40℃炉乾燥 48 時間の後，20℃水浸 24 時間，110℃炉乾燥 24 時間を
1 サイクルとして，これを 3 回繰返した。 








































0.006％ －0.02％ 0.1％ 













 常温の水道水による糖分溶出試験を 5 日間程度行った結果を図 2.3 に示す。図 2.3 によると，
竹繊維 A，B とも±0.01％以下の糖分溶出量となっている。これを吹付けモルタル W/C=50％のセ





 温水による糖分溶出試験結果を図 2.4に示す。図 2.4によると，竹繊維 A よりも黒カビが発生
した竹繊維 B のほうが糖分の溶出量が多い。それぞれピークの糖分溶出量をセメント質量率に換







図 2.4 温水による糖分溶出試験 






















































1/3～1/2 程度で，引張弾性率は 1/3～2/3 程度であった。ビニロン繊維 V18 と V30 の比較では，引
張強度は V18 が高く，引張弾性率は V30 が大きい結果となった。これは，繊維径の細い V18 の引
張応力ピーク時ひずみが V30 のそれの 1.4 倍程度であり，V30 よりもひずみの制限を受けないこ














られた引張強度や引張弾性率の値が図 1.28，図 1.31（第 1 章参照）に示した既往の研究における
生竹材のものよりも下回った理由として，本実験で使用した竹繊維が機械切削法により製造され
写真 2.16 竹繊維破断の例（Ra） 図 2.7 引張応力－ひずみ曲線（竹繊維 Ra） 














それぞれ図 2.9および表 2.2に示す。 
















ものと考えられる。また，本実験における竹繊維の引抜き付着強度は，図 1.33（第 1 章参照）に
示した既往の研究における竹材の付着強度の約 2 倍となった。これは，機械切削法により竹繊維
を製造した結果，写真 1.16（第 1 章参照）に示すように複雑な表面形状となり，カッターナイフ
で切り出した既往の研究の竹材よりもモルタルとの付着強度が向上したと考えられる。 




図 2.9 引抜き付着強度 
表 2.2  引抜き試験用モルタルの 
曲げ強度および圧縮強度 
モルタル強度 乾湿前 乾湿後 
曲げ強度 (MPa) 8.62 10.1 
圧縮強度 (Mpa) 41.4 43.7 
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また，図 2.10に乾湿繰返し後の Ra と V18 の引抜き付着応力－引抜け距離曲線を示す。図 2.10
によれば，Ra では引抜け付着応力のピークが複数生じながら，徐々に応力が低下しているケース










図 2.10 引抜き付着応力－引抜け距離曲線 












 本実験で用いた竹繊維（写真 3.1(a)）は，3～5 年の孟宗竹（兵庫県淡路市産）を特殊回転刃物
により，表面から切削する方法で繊維化したものを，1.2～5.0 mm のふるいを用いて分級後，繊維
長が L＝20±10 mm となるように調整したものを使用した。作製した竹繊維は，約 3 週間室内で
(a)竹繊維 (b)ビニロン繊維 
写真 3.1 使用繊維の外観 



















S/C＝4.2 の普通モルタルを標準配合 N とした。N に対して，竹繊維を体積混入率で 0.25，0.75，
および 1.25％混入する配合をそれぞれ B0.25，B0.75，B1.25 とし，ビニロン繊維を 0.75％添加し
た配合を V，竹繊維とビニロン繊維をそれぞれ 0.375％ずつ複合混入した配合を B+V とした。さ
らに，フライアッシュを竹繊維と併用することによる吹付けモルタルの性能向上効果を確認する
ため，B0.75 に対して細骨材代替でフライアッシュを 20％混和したケースを B+FA とした。この
場合，フライアッシュを結合材と考えると，W/B は 32％となる。 
 セメントは普通ポルトランドセメント（密度 3.16 g/cm3），細骨材は鳴門市撫養町産砕砂（表乾
密度 2.57 g/cm3，粗粒率 2.63 g/cm3）を用いた。またフライアッシュは JIS A 6201 で規定された II
表 3.2 モルタル配合（室内実験） 
配合名 繊維種別 繊維添加率 (vol. %) W/B (%)
単位量 (kg/m3)
C W S Fiber FA 
N － － 
55 400 220 
1679 0 － 
B0.25 
竹繊維 
0.25 1676 1.93 － 
B0.75 0.75 1670 5.78 － 
B1.25 1.25 1663 9.63 － 
V ビニロン繊維 0.75 1662 8.14 － 
B+V 竹繊維 0.375 0.75 1674 2.89 － 
ビニロン繊維 0.375 4.07 
B+FA 竹繊維 0.75 32 1356 5.78 280 
表 3.1 竹繊維とビニロン繊維の材料特性 
  竹繊維 ビニロン繊維 
気乾密度 (g/cm3) 0.77 1.09 
表乾密度 (g/cm3) 1.27 1.17 
吸水率 (%) 87.2 12.1 
繊維長 (mm) 19.8（平均） 18.0 
直径 (mm) 0.59（平均） 0.2 
アスペクト比 34 90 
引張強度 (N/mm2) 154 490 
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種フライアッシュ（密度：2.33 g/cm3，比表面積：3240 cm2/g，強熱減量：2.8％）を使用した。 







柱供試体（40×40×160 mm）について，突き棒で 3 層締固めの後，セメントの物理試験用振動台
によって 120 秒間の振動を与えた。 
(2) 養生および各種試験 
 打設後の供試体について，実施工条件を考慮して上面以外を封緘し 28 日間の室内気中養生（温
度：20℃，75％R.H.）を実施した。ただし，長さ変化試験用供試体については JIS A 1129-1 付属書
A にしたがい，20±2℃，60±5％R.H.の室内で封緘養生を 14 日間行った後，封緘を解いて同じ室
内で保管し，一週間間隔でコンタクトゲージにより長さ変化の測定を行った。 
 圧縮強度試験については 28 日間気中養生後と 28 日気中養生後に 12 日間の乾湿繰返しを行った
場合で測定した。乾湿繰返し条件は，法面への吹付け後の劣化環境を考慮して，岩石の促進スレ
ーキング試験（地盤工学会：JGS 2125）の方法に準拠し，40℃炉乾燥 48 時間の後，20℃水浸 24
時間，110℃炉乾燥 24 時間を 1 サイクルとして，これを 3 回繰返した。 
 材齢 28 日の円柱供試体（φ5×10cm）を用いて空隙率試験を行った。試験方法は，供試体を 80℃
の乾燥炉で 24 時間乾燥した後の質量（Wd）と 20℃の水中に 48 時間浸漬した後の表乾質量（Ws）
から，式(3.1)によってモルタル空隙率を求めた。 
 
























すように，岩石片 φ50×25mm の上にモルタル φ50×75mm を打
設して岩石片とモルタルが接着した状態の円柱供試体を作製















 材齢 28 日のモルタル空隙率の測
定結果を図 3.2 に示す。これより，







合の空隙率が最も大きくなっている。これは，繊維直径が竹繊維の換算直径の 1/3 程度（表 3.1
参照）であるため，同じ混入量（0.75％）を竹繊維で添加する場合（B0.75）と比較して，単位モ
ルタル容積当たりの混入繊維本数が 10 倍程度に多くなることが一因と考えられる。 
 竹繊維とビニロン繊維の複合繊維とした B+V 配合の空隙率は，竹繊維単独の B0.75 配合の空隙
率と同程度となった。また，竹繊維とフライアッシュを併用した B+FA 配合の空隙率が最も小さ
写真 3.3 建研式接着強度試験 







3.3.2  圧縮強度 
 モルタル圧縮強度の測定結果
を図 3.3に示す。材齢 28 日では，
竹繊維の混入量が 0％の N 配合
から 0.75％の B0.75 配合までは
竹繊維混入量の増加に伴って圧
縮強度も上昇しているが，混入









と推定される。一方で，繊維混入量が 1.25％まで増加した場合には，図 3.2 に示したように空隙
率が増加することに加えて，練混ぜ時に繊維を十分に分散させることが困難になるため，圧縮強
度は低下したものと考えられる。 
 また，ビニロン繊維を単独混入した V 配合は空隙率が大きかったこともあり，N 配合より低い
圧縮強度であったが，竹繊維とビニロン繊維を複合使用した B+V 配合では N 配合と同程度の圧縮
強度を示している。竹繊維とフライアッシュを併用した B+FA 配合は空隙率が小さく，最も大き








 各種モルタル円柱供試体の材齢 28 日における圧縮載荷時における圧縮応力－横ひずみ曲線の






































図 3.4 圧縮応力－横ひずみ曲線（室内実験） 
図 3.5 引張じん性 






















 一方で，B+FA 配合は，N 配合よりも大きな収縮を示している。これはフライアッシュを細骨材
置換で 20％添加したため，他の配合に比較して結合材の量が多くなり，自己収縮が大きくなった













B0.75，B1.25 および B+V の 3 配合は，



















 超音波伝播速度試験の測定結果を図 3.9に示す。なお，図 3.9(a)の B0.25 の乾湿繰返し 2 サイ
クル完了時以降および B+FA の 3 サイクル完了時の値は岩石片が自然剥離をしていたため欠測と
なっている。図 3.9(b)によれば，母材の乾湿繰返し 3 サイクル完了時の伝播速度は乾湿繰返し前
に対してすべて小さくなっており，乾湿繰返し前の伝播速度との相対比率は岩石で 96％，B+FA
で 91％，その他の配合で 83～85％となっている。このことから，B+FA は他の配合よりも乾湿繰
返し抵抗性が高いと考えられる。また，乾湿繰返し前では竹繊維やビニロン繊維を混入した配合
と N が同程度であり，繊維混入による伝播速度の低下はほとんど見られない。また，図 3.9(a)
によれば，乾湿繰返し 3 サイクル完了時の伝播速度は，乾湿繰返し前に対してすべて小さくなっ
ており，乾湿繰返し前の伝播速度との相対比率は，Nの 84％に対してB0.75が 81％，B1.25が 79％，
(a)接着強度試験供試体 
（岩石 φ50×25mm＋モルタル φ50×75mm） (b)母材（φ50×100mm） 
図 3.9 超音波伝播速度 
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V が 84％，B+V が 85％であった。このことから，超音波伝播速度試験の結果からは図 3.8の建研
式接着強度試験で見られたような，竹繊維やビニロン繊維を混入することによる接着力の向上は
確認されなかった。 
なお，建研式接着強度試験結果の図 3.8においては，乾湿繰返し前の材齢 28 日での接着強度は




N，B0.25，B+FA の 3 配合の値が測定できなかった。これは乾湿繰返しを行っている過程で，接
着強度試験用供試体として作製したすべての供試体（1 配合当り 3 供試体）において，岩石片が
接着界面から自然剥離したことによるものであり，測定できたものについても 2 供試体は自然剥



















 吹付け実験で用いた竹繊維は，室内実験と同様に 3～5 年の孟宗竹（兵庫県淡路市産）を特殊回
転刃物により，表面から切削する方法で繊維化したものを，1.2～5.0 mm のふるいを用いて分級後，





 吹付け実験用モルタルの配合を表 4.1 に示す。吹付け実験では第 3 章の室内実験の結果を踏ま




合の W/B を 45％とした。 
 セメントは普通ポルトランドセメント（密度 3.15 g/cm3），細骨材は兵庫県赤穂市産砕砂（表乾
表 4.1 モルタル配合（吹付け実験） 
配合名 繊維種別 繊維添加率 (vol. %) W/B (%)
単位量 (kg/m3)
C W S Fiber FA 
N － － 
55 400 220 
1600 0 － 
B 竹繊維 0.75 1590 5.78 － 
V ビニロン繊維 0.75 1582 8.14 － 
B+V 竹繊維 0.375 0.75 1595 2.89 － 
ビニロン繊維 0.375 4.07 
B+FA 竹繊維 0.75 45 1485 5.78 90 
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密度 2.61 g/cm3，粗粒率 2.78）を用いた。フライアッシュは JIS A 6201 で規定された II 種フライア
ッシュ（密度：2.24 g/cm3，比表面積：3850 cm2/g，強熱減量：2.6％）を使用した。 
モルタル吹付け作業は実機プラントを用いて行い，吹付け方式は湿式吹付け方式とした。繊維
の偏りを防止するため，繊維は小分けにしながらミキサーに投入し，1 バッチの練混ぜ時間は空
練り 30 秒後 2 分間とした。 
(2) 供試体作製および各種試験 
 モルタル吹付け用型枠と切出し供試体の概要を図 4.1 に示す。各配合モルタルに対して，用い
た木製型枠は図に示した 3 種類で，850×300×150 mm の型枠で圧縮強度試験用の円柱コア供試体
（φ50×100 mm）3 本および，接着強度試験用供試体 4 体を作製した．モルタル接着強度試験供試
体は，実施工を想定して，岩石片（φ75×25 mm）に吹付けた場合と，300×300×60 mm のコンクリ
ート平板（曲げ強度：5.5 N/mm2，インターロッキングブロック用）に吹付けた場合の 2 種類を作
製した。なお，岩石片は第 5 章の室内実験と同様に徳島県鳴門市産砂岩（圧縮強度 207MPa，吸水
率 2.46%）を石材用カッターで整形したもので，モルタル接着面は切断面となることから，コン
クリート平板と比較すると平滑な面となっていた。また，700×600×150 mm の木製型枠を用いて，
曲げ試験用の角柱供試体（100×100×400 mm）4 本を切出した（写真 4.5）。また，550×250×250mm
の木製型枠を用いて，凍結融解試験用の円柱供試体（φ100×200 mm）2 本を切出した。これらの















(φ75×25) 接着試験用コンクリート平板 （300×300×60） 



















吹付けを実施した型枠は，11/24 から 12/22 までの
28 日間の屋外暴露を実施した（写真 4.4）。この間の
平均気温は 8.3℃，雨の日が 7 日間あった。凍結融解
試験以外の各供試体の切出しは材齢 25 日の時点で実施し，材齢 28 日に達した時に，圧縮強度試
験（JIS A 1108），曲げ強度試験（JIS A 1006）と建研式接着強度試験装置を用いた接着強度試験 




写真 4.3 リバウンド試験 




接着強度試験用供試体のうち 2 体（図 4.2，写真 4.6，写真 4.7）は，28 日間の屋外暴露後に
写真 4.5 供試体切出し状況（曲げ強度試験用） 









図 4.2 接着強度試験供試体 
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12 日間の乾湿繰返しを行った。乾湿繰返し条件は，第 5 章の室内実験と同様に，岩石の促進スレ
ーキング試験（地盤工学会：JGS 2125）の方法に準拠し，40℃炉乾燥 48 時間の後，20℃水浸 24
時間，110℃炉乾燥 24 時間を 1 サイクルとして，これを 3 回繰返した。さらに，乾湿繰返し後の
接着強度試験を行った後（写真 4.8），コア供試体（φ50×100 mm）3 本を切り出し（写真 4.9），
圧縮強度試験を実施した。 
凍結融解試験用供試体は，材齢 56 日時点でコア抜きし，凍結融解試験を行った。試験は，コン












256 日時点でコア供試体（φ50×100mm）を切り出し，空隙率試験を行った。試験は，第 5 章の室
内実験と同様に，供試体を 80℃の乾燥炉で 24 時間乾燥した後の質量（Wd）と 20℃の水中に 48













B 配合は N 配合から 10％程度の低下である
が，竹繊維とビニロン繊維の複合繊維を用い









図 4.3 リバウンド率 
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度を示している。 図 4.6 室内実験と吹付け実験の圧縮強度 
B+V（×50） B+FA（×100） 
























たが，N，B の 2 配合で強度低下が認められた。室内で作製した N 配合のモルタルは乾湿繰返し
による強度低下は見られなかったが（表 2.2，第 2 章参照），実際の吹付け条件では乾湿繰返しに
よってモルタル内部に微細な欠陥が発生しやすかったものと考えられる。これは，空気搬送時や
吹付け時における材料分離，不均一な吹付け圧力等によって，モルタルの品質が室内で作製した
ものよりも低下することが要因と考えられる。また，B が N よりも低い強度となった理由として
は，竹繊維の気乾密度は小さく（表 3.1，第 3 章参照），乾燥時には竹繊維の細胞内は中空状態と
なる 44)ので，乾燥収縮時の応力によってモルタル内部に欠陥が発生したものと推定される。一方，






約 1 年間にわたり屋外暴露養生を継続した時の，φ50×100 mm 円柱コアによる圧縮強度の推移

















図 4.9に示す。乾湿繰返し前（材齢 28 日）では，岩石面は接着界面の剥離破壊となり，接着強度















図 4.9 基盤面と吹付けモルタルとの接着強度 




は，乾湿繰返し前と同様にすべて接着界面の剥離破壊であり， N 配合の強度に対して，B および
B+V の強度は約 2 倍で，V よりも大きな値を示した。コンクリート面の場合では，乾湿繰返し前












制 45)していることが原因と考えられる。写真 4.14に供試体の破壊状況を示す。 
岩石面について，第 3 章の室内実験の接着強度（図 3.8，第 3 章参照）と比較すると，乾湿繰





えられる。なお，乾湿繰返し前における B の接着強度が，第 3 章の室内実験とは異なり N よりも
大きな値とはならなかった理由として，図 4.7に示したように乾湿繰返し前における N と B の圧























N，B および B+FA，B+V，V の順に増加してい
る。これは繊維本数と繊維引抜き付着強度に大きく影響しているものと考えられる。繊維の混入
図 5.9 曲げ強度および曲げタフネス 
図 4.11 曲げ荷重－中央変位曲線 
図 4.10 曲げ強度および曲げタフネス 
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量はすべて 0.75vol.%としているため，繊維径が細いビニロン繊維を単独配合した V が最も繊維本


















一方，竹繊維を混入した B と B+FAについては，
図 4.12 凍結融解試験における 
   質量減少率および相対動弾性係数
B B+FA 
写真 4.15 各供試体の外観 
N V B+V 






















































 試験施工で用いた竹繊維は，第 3 章の室内実験，第 4 章の吹付け実験と同様に 3～5 年の孟宗竹
（兵庫県淡路市産）を特殊回転刃物により，表面から切削する方法で繊維化したものを，1.2～5.0 























試験施工は，一配合当りの吹付け面積を 5m2，吹付け厚を 80mm とし，法面の浮石除去や除草
等の法面清掃を行ったのち，ラス金網（φ2.0×50×50mm）をアンカーピン（φ9×200mm）で固定
し，水抜きを 1 箇所（φ50mm）設けた。吹付け箇所は，3 配合がほぼ同条件となるよう，吹付け
写真 5.1 試験施工法面 






写真 5.3 ラス金網設置（縦2.0×横 2.5m）
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面積内に 300～400mm程度のやや幅が広い泥岩層を 1層挟むように設定した（写真5.2，写真5.3）。 
(2) モルタル配合および吹付け 
 試験施工用モルタルの配合を表 5.1 に示す。一般に施工されている吹付けモルタルの標準配合
C=420kg/m3，S=1680kg/m3 を N とし，第 4 章の吹付け実験と同様に N に対する繊維添加率を
0.75vol.%に統一し，N，B+V，B+FA の 3 配合について実施した。なお，B+FA 配合の細骨材代替
でのフライアッシュ置換率を 4％，フライアッシュを結合材と考えた場合の W/B を 45％とした。 
 セメントは普通ポルトランドセメント（密度 3.15 g/cm3），細骨材は長崎県壱岐市産海砂（表乾
密度 2.61 g/cm3，粗粒率 2.35）を用いた。フライアッシュは JIS A 6201 で規定された II 種フライア
ッシュ（密度：2.26 g/cm3，比表面積：3870 cm2/g，強熱減量：2.6％）を使用した。 
モルタル吹付け作業は実機プラントを用いて行い，吹付け方式は湿式吹付け方式とし，プラン
トから吹付け法面まではマテリアルホース 40m を用いて空気搬送するものとした。繊維の偏りを
防止するため，繊維は小分けにしながらミキサーに投入し，1 バッチの練混ぜ時間は空練り 30 秒
後 2 分間とした。写真 5.4に実機プラントおよび吹付け法面を，写真 5.5に吹付け状況を示す。 
表 5.1 モルタル配合（試験施工） 
配合名 繊維種別 繊維添加率 (vol. %) W/B (%)
単位量 (kg/m3)
C W S Fiber FA 
N － － 53.1
420 
223 1680 0 － 
B+V 竹繊維 0.375 0.75 51.2 215 1680 2.89 － 
ビニロン繊維 0.375 4.07 
B+FA 竹繊維 0.75 45.0 215 1485 5.78 58 




 (3) 供試体作製および各種試験 
 JSCE-F 563-2013 に従って，5 分勾配にセットし
た木製型枠を用いてモルタルリバウンド率を測定
するための吹付けを実施した（写真 5.6）。吹付け
た型枠は，現地で 5/18 から 6/15 までの 28 日間の
屋外暴露を実施した後，円柱コア供試体（φ50×80 
mm）3 本を切り出し，圧縮強度試験（JIS A 1108）
を実施した。なお，屋外暴露の間の平均気温は
22.1℃，雨の日が 16 日間あった。 また，法面に吹
付けたモルタルから，材齢 25 日の時点で円柱コア
供試体 3 本（φ50×80 mm）を切出し（写真 5.7），
材齢 28 日に達した時に圧縮強度試験を実施し，前
述の型枠に吹付けたモルタルとの比較を行った。 
 型枠に吹付けたモルタルから材齢 25 日でコア
供試体 1 本（φ50×80 mm）を切出し，材齢 28 日に
達した時に空隙率試験を行った。試験は，第 5 章
の室内実験および第 4 章の吹付け実験と同様に，
供試体を 80℃の乾燥炉で 24 時間乾燥した後の質
量（Wd）と 20℃の水中に 48 時間浸漬した後の表
乾質量（Ws）からモルタル空隙率を求めた（式(3.1)，
第 3 章参照） 
法面に吹付けたモルタルに対して，材齢 25 日時












を第 4 章の吹付け実験結果と合わせて図 5.1 に
写真 5.6 リバウンド試験 
写真 5.7 圧縮強度試験用供試体切出し・
接着強度試験用φ50mm 切込み 




下しており，N 配合では 1/2 程度になっている。これは，吹付け実験では細骨材に砕砂（粗粒率
2.78）を用いたが，試験施工ではやや細めの海砂（粗粒率 2.35）を用いたことで，モルタルの粘
性向上や吹付け時の型枠への衝撃が抑制され，リバウンドが減少したものと考えられる。一方で，
試験施工では，B+V，B+FA は，N よりもそれぞれ約 4％，約 9％増加している。これは，第 4 章
の吹付け実験では W/B=55%および C を固定値とし，残りの S で 1m3 に調整したものを標準配合 N
としたが，試験施工では広く示方配合に用いられている仕様に沿って C および S を固定値とし，
残りの W で 1m3 に調整する配合を N としたため，N の W/B が第 4 章の吹付け実験よりも約 2％
低下していること，B+V では混入した繊維量に相当する水量（約 2％）が N よりも少ないこと，






ルタルが吐出されたが，B+V および B＋FA ではマテリアルホースの詰まりが発生した。詰まりは
リバウンド率が高かった B+FA が B+V よりも多く発生し，詰まり解消作業の間は吹付け作業の中
断が生じた。 
 モルタル 1 バッチの練混ぜ時間は，N 配合については一般に行われている 1 分間とし，繊維を
混入した B+V と B＋FA については空練り 30 秒後 2 分間として，各配合 5 バッチの吹付け作業を
連続して行ったところ，N についてはスムーズな連続作業となったが，B+V と B＋FA については
1 バッチの吹付け作業が練混ぜ時間よりも早く終了するため，1 バッチごとに吹付け作業に 30 秒
程度の待ち時間が生じた。 

















































 砂岩部の法面に吹付けたモルタルについて，材齢 25 日時点で φ50mm の切込みを行い，材齢 28
日に達した時に地山との接着強度を測定した結果を図 5.4 に示す。また，写真 5.9 に供試体の破
写真 5.8 法面吹付けモルタル供試体の外観 
空隙 
材料分離 
































図 5.4 法面（砂岩部）との接着強度 













 地山に吹付けたモルタルの材齢 25 日時点のひび割れ，浮き等の観察を行った結果，N 配合につ
いては，特段の変状は見られなかったが，B+V に 2 本，B+FA に 1 本のひび割れが確認された（写
真 5.12）。いずれも吹付け面の比較的端部で水平方向に発生しており，B+V では幅 1.0mm で長さ






















6.2 LCA の手法 





















  LCA を行うためには，製品のライフサイクルに関して検討するプロセスをシステム境界によ
って明らかにする必要がある。ここで検討を行う竹繊維と合成繊維（ビニロン繊維）の LCA デー







図 6.2に示すように，公開されている LCA 用の環境負荷原単位データベースを利用して原料採取
から合成繊維製造にかかわる環境負荷量を算出するものとし，その合成繊維製造プロセスと製造
された合成繊維を製造所から吹付け現場まで運搬するプロセスを対象とした。 


















合成繊維製造 運搬 吹付け現場 
図 6.2 合成繊維 LCA システム境界 
原料採取 竹繊維製造 運搬1 
運搬 
2 吹付け現場 





(1)  竹繊維使用による竹林の CO2吸収量の増加 
 既往の研究 49)より，竹林バイオマスの全国平均は 245.8±149.3 t/ha であり，竹林のバイオマス
炭素吸収量は，単位面積当たりの竹林バイオマスに，竹林の面積を掛け合わせ，さらに炭素含有
率をかけることで推定できる。また，放置竹林のバイオマスのほうが管理竹林よりも大きいと報
告されているので，管理竹林のバイオマスを下限値の 245.8－149.3 t/ha とし，放置竹林のバイオ
マスを上限値の 245.8＋149.3 t/ha とした。また，地上部バイオマスは全体量の 7 割とした。また，




ルに使用できる繊維長 20±10mm のものはその 35 %程度であった。なお，使用できない竹繊維も
堆肥や土壌改良材などに利用できることから，廃棄による環境負荷はないものとした。炭素含有
率については，立竹を伐採後に繊維化した竹繊維の含水率が 61.8%であったことから，乾物成分
を 38.2%，乾物成分中の炭素含有率 0.5 t-C/t-dm50)として，式(6.1)により竹繊維を使用することに
よる竹林の CO2 吸収増加量を算出した。なお，吹付けモルタルに混入する竹繊維量は，0.75 vol.%
（気乾状態 5.78 kg/m3）とした。 
 
A＝B×a                                   式(6.1) 
ただし，B＝C / b，C＝D×E，D＝(F－G)×c，E＝I / (H×c×g×h) 
    F＝H×(b / 3－1)，G=d×f，H＝e×f，I＝i×(1000 / j)×(1＋k)×m / n 
ここに，A：1 年間当りの吹付けモルタル 1000m2 当りの竹林の CO2吸収増加量（t-CO2/年） 
   B：1 年間当りの吹付けモルタル 1000 m2 当りの竹林の C 吸収増加量（t-C/年） 
    C：吹付けモルタル 1000 m2 当りの竹林の炭素増加量（t-C） 
    D：1ha 当りの放置竹林から管理竹林に転換時の炭素増加量（t-C/ha） 
    E：I を得るために必要な管理竹林面積（ha） 
    F：1ha 当りの放置竹林から管理竹林に転換時の地上部バイオマスの増加量（t/ha） 
    G：1ha 当りの放置竹林の地上部バイオマス量（t/ha） 
    H：1ha 当りの管理竹林の地上部バイオマス量（t/ha） 
    I：吹付けモルタル 1000 m2 当りの絶乾状態の竹繊維量（bone dry-t） 
    a：炭素量を二酸化炭素量に換算する係数（44 / 12） 
    b：竹の寿命年（20 年） 
c：地上部バイオマスの炭素含有率（0.382×0.5） 
d：1ha 当りの放置竹林のバイオマス量（245.8＋149.3 t/ha） 
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(2)  竹繊維の原料採取 
 竹繊維の原料採取のプロセスを図 6.3に示す。 
竹伐倒プロセスは，一般のチェーンソーよりも刃数の多い竹用チェーンソー1 台で行うものと
し，集材プロセスは，枝葉がついたままでも集材が可能なように最大牽引能力 10kN のポータブ
ルウィンチ 1 台で行うものとした（写真 6.1）。玉切り，枝払いプロセスは，チェーンソーで行う
場合にはキックバックが発生しやすく危険な作業となるため，ノコ，ナタを使用した人力作業と
した。また，林内小運搬プロセスでは，軽トラックでも運搬が可能な車幅 1m 程度，最大積載重
量 500kg の小型のクローラ式運搬車（写真 6.2）を用いて竹林内から公道まで小運搬するものと
した。 
既往の研究 51)を参考に，小運搬する 1 回当りの積載重量を 500kg とし，1 日当り 4 回運搬して
2.0wet-t の原料を採取するものとした。また，伐倒に 1 時間，集材に 30 分，小運搬に 30 分を 1 サ
竹伐倒  玉切り 枝払い集材  林内小運搬 公道 
図 6.3 竹繊維原料採取プロセス 
写真 6.2 クローラ運搬の例 51） 写真 6.1 ポータブルウィンチによる集材の例 51） 
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また，ガソリンの 1ℓ当りの CO2排出量を 2.32（kg-CO2/ℓ）として，チェーンソー，ポータブル
ウィンチ，クローラ運搬車について，それぞれ 1 日当りの作業における CO2排出量を式(6.2)によ
り算出し，それらを集計したものを竹繊維原料採取 1 日当りに係わる CO2排出量とした。 
 
J＝Σ(p×q×r×s×t)                             式(6.2) 
ここに，J：竹繊維原料採取 1 日当り（2.0 wet-t）に係わる CO2 排出量（kg-CO2） 
p：ガソリン 1ℓ当りの CO2排出量（2.32 kg-CO2/ℓ） 
    q：機械台数，r：機械稼働時間（h/日），s：機関出力（kW），t：燃料消費率（ℓ/kW-h） 
 
 式(2.2)の竹繊維の原料採取に係わる 1 日当りの CO2排出量を基に，吹付けモルタルに竹繊維を
0.75vol.%（気乾状態 5.78kg/m3）混入した時の吹付けモルタル 1000m2 当りに使用する竹繊維量に
対して，その原料採取に係わる CO2排出量を式(6.3)より算出した。 
 
  K=J×L / u                                       式(6.3) 
  ここで，L=(I / (g×h))×v / m 
ここに，K：吹付けモルタル 1000m2 当りの竹繊維原料採取に係わる CO2排出量（kg-CO2） 
J：竹繊維原料採取 1 日当り（2.0 wet-t）に係わる CO2排出量（kg-CO2）：式(2.2) 
L：吹付けモルタル 1000m2 当りの自然状態の竹繊維量（wet-t） 
I：吹付けモルタル 1000 m2 当りの絶乾状態の竹繊維量（bone dry-t） 
u：1 日当りの竹繊維原料採取量（2.0 wet-t） 
g：地上部バイオマスの繊維化可能率（0.45） 
h：繊維化されたもののうち吹付けモルタルに利用できる比率（0.35） 























当りの CO2排出係数を 0.531 kg-CO2/kWh として，式(6.4)により吹付けモルタル 1000m2当りに使
用する竹繊維の製造に係る CO2排出量を算出するものとした。 
 
  M=N×w                                  式(6.4) 
  ここで，N＝Σ(x×O)，O＝L / y 
竹材セット 竹繊維化 竹繊維分級 
図 6.4 竹繊維製造プロセス 






1.5kW 1 0.918 wet-kg / min 200V 
0.4KW 1 




  ここに，M：吹付けモルタル 1000m2 当りに使用する竹繊維の製造に係わる CO2排出量（kg-CO2） 
N：消費電力量 
O：竹繊維製造に係わるモーター駆動時間（h） 





(1)  運搬 1（原料） 
 ここでは，原料として採取した竹材を竹繊維製造場所まで公道を運搬する時の CO2排出量を求
めた。原料採取場所は，竹繊維製造拠点のある兵庫県淡路市内で，製造拠点より片道 10 km 圏内
とした。運搬車両は，1 日当りの竹繊維の原料採取量 2.0 wet-t に釣り合うように，2.0t 吊クレーン
装置付 2.0t 積トラックとした。なお，運転時間は平均時速 30km として往復の時間を計上した。
機関出力は建設機械等損料算定表（日本建設機械化協会）から，燃料消費率は建設機械燃料等消
費量の積算（大阪市建設局）から引用して，式(6.5)により吹付けモルタル 1000m2 当りの運搬 1 に
係わる CO2排出量を算出するものとした。 
 
  P＝Q×L×g / u                                式(6.5) 
  ここで，Q＝s×t×z×p 
  ここに，P：吹付けモルタル 1000m2 当りの竹材の運搬 1 に係わる CO2排出量（kg-CO2） 
      Q：竹材 2.0wet-t 当りの運搬 1 に係わる CO2排出量（kg-CO2） 
      L：吹付けモルタル 1000m2 当りの自然状態の竹繊維量（wet-t） 
      g：地上部バイオマスの繊維化可能率（0.45） 
      u：1 日当りの竹繊維原料採取量（2.0 wet-t） 
      s：機関出力（kW），t：燃料消費率（ℓ/kW-h），z：運転往復時間（h） 
      p：ガソリン 1ℓ当りの CO2 排出量（2.32 kg-CO2/ℓ） 
 
(2)  運搬 2（竹繊維） 
 ここでは，製造した竹繊維を吹付けモルタルが施工される現場まで運搬する時の CO2排出量を
求めた。運搬起点を竹繊維製造拠点の兵庫県淡路市とし，運搬終点の施工現場を徳島県阿南市付
近とし，片道運搬距離を 88 km に設定した。なお，片道運転時間は神戸淡路鳴門自動車道を利用
するものとして，1.5 時間とした。また，竹繊維の荷姿の容積は，写真 6.4に示す気乾状態の竹繊





R＝(I×n / m) / α                               式(6.6) 
  ここに，R：吹付けモルタル 1000m2 に用いる竹繊維のかさ容積（m3） 
      I：吹付けモルタル 1000 m2 当りの絶乾状態の竹繊維量（bone dry-t） 
n：竹繊維の気乾密度（0.77 g/cm3），m：竹繊維の絶乾密度（0.68 g/cm3） 
      α：気乾状態の竹繊維の単位容積質量（0.123 kg/ℓ） 
 
 式(6.6)によって算出した竹繊維の運搬量（R＝4.8 m3，0.6t）を基に，運搬時の安全性を考慮し
て積み荷の高さが荷台高さの 2 倍以下（以降，2 段積み以下）となる運搬車両を選定するものと
し，2t 吊クレーン装置付 4t 積トラックとした。なお，同トラックの荷台寸法が 2120W×5550L×
400H（日野自動車）であることから平積み容積は 4.7m3 となり，2 段積み以下の積載となる。ま
た，竹繊維は一定量ごとに耐候性のある袋等に詰めて運搬することが考えられるが，ここでは，
荷台の容積のみで荷姿を見積もるものとし，吹付けモルタル 1000m2 当りの運搬 2 に係わる CO2
排出量を式(6.7)により算出するものとした。 
 
  S＝s×t×z×p                                式(6.7) 
  ここに，S：吹付けモルタル 1000m2 当りの竹繊維の運搬 2 に係わる CO2 排出量（kg-CO2） 
      s：機関出力（kW），t：燃料消費率（ℓ/kW-h），z：運転往復時間（h） 






造までの CO2排出量については，公表されている社会資本 LCA 用の環境負荷原単位データベース
二酸化炭素排出量 2005 年版（国土交通省国土技術政策総合研究所）の合成繊維（部門コード





ビニロン繊維量を 0.75 vol.%（気乾状態 8.14kg/m3）とした。 
 
  T＝U×β                                  式(6.8) 
  ここで，U＝γ×(1000 / j)×(1＋k) 
  ここに，T：吹付けモルタル 1000m2 当りに使用するビニロン繊維の CO2 排出量（kg-CO2） 
      U：吹付けモルタル 1000m2 当りに使用するビニロン繊維量（t） 
      β：社会資本 LCA 用 DB 合成繊維 1t 当りの CO2 排出量（3.85E+03 kg-CO2/t） 
γ：吹付けモルタル 1 m3当りのビニロン繊維量（8.14kg/m3） 







真 6.5 に示すように気乾状態のビニロン繊維の単位容積質量試験（JIS A 1104）で得られた結果
（0.141kg/ℓ）を基に，かさ容積として式(6.9)により算出した。 
 
  V＝U /δ                                  式(6.9) 
  ここに，V：吹付けモルタル 1000m2 に用いるビニロン繊維の荷姿の容積（m3） 
      U：吹付けモルタル 1000m2 当りに使用するビニロン繊維量（t） 
      δ：気乾状態のビニロン繊維の単位容積質量（0.141 kg/ℓ） 
 
写真 6.5 ビニロン繊維単位容積質量試験 
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 式(6.9)にて算出したビニロン繊維の運搬量（V＝5.9 m3，0.8t）から，竹繊維の場合と同様に 2t
吊クレーン装置付 4t 積トラックによる運搬とした。なお，同トラックの平積み容積は 4.7m3 であ
るので，2 段積み以下の積載となる。なお，ビニロン繊維は一定量ごと（15kg/袋）に紙袋に梱包
されて運搬されるが，ここでは，荷台の容積のみで荷姿を見積もるものとし，吹付けモルタル
1000m2 当りのビニロン繊維の運搬に係わる CO2排出量を式(6.10)により算出した。 
 
  W＝s×t×z×p                               式(6.10) 
  ここに，W：吹付けモルタル 1000m2 当りのビニロン繊維の運搬に係わる CO2排出量（kg-CO2） 
      s：機関出力（kW），t：燃料消費率（ℓ/kW-h），z：運転往復時間（h） 
      p：ガソリン 1ℓ当りの CO2排出量（2.32 kg-CO2/ℓ） 
 
6.7 環境影響評価 
 竹繊維とビニロン繊維の吹付けモルタル施工面積 1000m2 当りの CO2 排出量を図 6.5に示す。竹
繊維では竹林が管理されることで， 竹の寿命を 20 年とした時に 3 年ごとに伐倒される単位面積
当りの累計バイオマスが非管理状態で 20 年放置されたバイオマスを大きく上回ることとなる。そ
のため竹林に吸収されるCO2の量が多くなり，原料採取から運搬2までの各プロセスで生じるCO2
排出量を加算しても CO2 排出量の合計は－0.8t 程度であるが，ビニロン繊維では繊維製造過程で
排出される CO2 が多く各プロセスの合計は約 3.3t であった。 
また，CO2排出量取引におけるクレジット価格を 7000 円/t-CO2として環境付加価値の評価を行
った結果，竹繊維を混入した吹付けモルタルはビニロン繊維を混入した吹付けモルタルよりも吹
















































積 1000m2 当りに，ビニロン繊維を混入した吹付けモルタルよりも 29000 円程度，繊維無混


















率が 2.5～3.1 の範囲のものを使用する（表 7.1）。また，B+V および B+FA については練混ぜ時間
を空練り 30 秒後 2 分間としたケースと 30 秒短縮したケースの比較実験を行う。 
表 7.1 モルタル配合（試験施工） 
配合名 繊維種別 繊維添加率 (vol. %) W/B (%) 単位量
 (kg/m3) 
C W S Fiber FA
N － －
55 400 220 調整 
0 －
B+V 竹繊維 0.375 0.75 2.89 － 
ビニロン繊維 0.375 4.07 
B+FA 竹繊維 0.75 270 5.78 90
90 
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